(別紙 ) 





NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 交付 金 
交付 要綱 


(通則 ) 
第 1 条 
交付 に 関し て は 、 補 助 金 等 に 係る 予 
法律 第 179 号 。 以下 「 適 正 化 法 」 と v 
化 に 関す る 法律 施行 令 (昭和 30 年 政 
の の ほか 、 本 要綱 の 定め る と ころ に 














(目的 ) 
第 2 条 交付 金 は 
者 支援 」 と いう 。 
SNS 
る た め の 取 組 を 支援 する こと に 

復興 ・ Do 





特定 非 営利 活動 法人 等 被災 者 支援 交付 金 (以下 「 交 付 金 」 と いう 。) の 





算 の 執行 の 適正 化 に 関す る 法律 (昭和 30 年 
\ う 。)、 補 助 金 等 に 係る 予算 の 執行 の 適正 
令 第 255 号 ) 及び その 他 の 法令 に 定め る も 
より 行う も の と する 。 

















、 東 日 本 大 震 災 の 復興 支援 及び 被災 者 支援 (以下 「 復 興 ・ 被 災 
) を 行う NPO 等 *1( 





こよ る 絆 力 (きず な ぶり よ く ) ※2 を 活か し 
被災 者 支援 を 行う NPO 等 の 絆 力 を 強化 す 
































※1 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り 
(以下 「 絆 力 事業 」 と いう 。) で 
人 、 ボ ラン ティ ア 団 体 、 公 益 法人 、 
治 会 、 町 内 会 等 ) 、 協 同 組合 等 の 
い ) 又は 当該 民間 非 営利 組織 が 主 























、 行 政 で は 手 の 行き 届き に くい きめ 細か な 
図る こと を 目的 と する 。 
よく) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 








いう 「NPO 等 」 と は 、 特 定 非 営 利 活動 法 
社会 福祉 法人 、 学 校 法人 、 地 縁組 織 ( 自 
民間 非 営利 組織 (事務 所 の 所 在 地 は 問わ な 
本 と な っ た 協議 体 を いう 。 



























































※2 交付 金 及 び 絆 力 事業 で いう 「 絆 力 」 と! OA OE 
いて 、 被 災 者 と 他 の 人 々 、 特 に 被災 者 の 生活 再建 等 に 深い 関わ り を 持つ 行政 ・ 
支援 者 ・ 人 ER 
(交付 先 ) 

第 3 条 交付 金 は 、 内 閣 総 理大 臣 (以下 「 大 臣 」 と いう 。) が 、 岩 手 県 知事 、 

宮城 県 知事 及び 福島 県 知事 (以下 「 知 事 」 と いう 。) に 対し 、 そ の 申請 に 基 づ 








いて 交付 する 。 


(交付 対象 事業 等) 
第 4 条 
び 交 付 率 は 、 次 に 掲げ る と お り と す 


交付 金 の 交付 の 対象 と な る 事業 (以下 「 交 付 対象 事業 」 と いう 。 


) 及 
or 


(1) 


交付 対象 事業 





① NPO 等 の 絆 力 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 の 取組 支援 
② 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う NPO 等 の 絆 力 強 化 


(2) 


交付 率 
事業 費 の 2/3 以 内 と する 。 








(事業 実施 計画 書 の 提出 及び 交付 限度 額 の 通知 ) 


第 5 条 
a 














知事 は 、 交 付 金 の 交付 を 受け よう と する 場合 、 次 に 掲げ る 事項 を 記載 
「INPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事 

















業 実施 計画 書 」 (以下 「 事 業 実施 計画 書 」 と いう 。) を 別記 様式 第 1 号 に より 
作成 し 、 当 該 計画 書 を 大 臣 に 提出 する も の と する 。 


(1) 
(2 ) 









































NPO 等 に よる 復興 ・ 被 災 者 支援 に 関す る 現状 と 課題 
NPO 等 の 絆 力 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 の 取組 支援 及び 復興 ・ 被 





災 者 支援 を 行う NP O 等 の 絆 力 強 化 の 方 針 


(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
(7 ) 


2 大 臣 は 、 知 事 か ら 前 項 の 規定 に 基づく 事業 実施 計画 書 の 提 | 
額 


に は 、 





事業 の 成果 目標 

事業 計画 (交付 対象 事業 の 内 容 と 事業 費 等 ) 
審査 委員 会 の 概要 

交付 対象 事業 の 実施 工程 
その 他 必 要 な 事項 























を 受け た 場合 














当該 計画 に 対す る 交付 金 の 交付 の 可否 及び 交付 限度 額 











その 結果 を 知事 通知 する 。 








(事業 実施 計画 書 の 変更 等 ) 























第 6 条 

















知事 は 、 事 業 実施 計画 書 に つい て 、 次 に 掲げ る 変更 を 行う 場合 に は 、 














変更 後 の 事業 実 施 計画 書 を 大 臣 に 提出 する も の と する 。 





(1) 
(2) 
(3) 
(4) 


a 











事業 内 容 の 追加 又は 中 止 を 行う 場合 
第 10 条 に 規定 する 変更 申請 を 行う 場合 
NII 
その 他 事 情 の 変更 に 、 特 別 な 事由 が 生じ た た め 、 事 業 実施 計画 の 







































































(事業 の 評価 ) 








第 7 条 
計画 書 ( 





知事 は 、 事 業 の 終了 後に お いて 支援 対象 者 等 の 協力 を 得 て 、 事 業 実施 
こ 掲げ る 成果 目標 の 達成 状況 に つい て 把握 し 、 事 業 実施 に よる 成果 等 の 




















評価 を 行い 、 別 記 様式 第 2 徹 に より その 評価 結果 に つい て 事業 終了 後 2 か 月 以 
内 に 大 臣 に 報告 する と と も に 、 こ れ を 公表 する も の と する 。 

2 大 臣 は 、 前 項 に 基づく 報告 を 受け た と き は 、 知 事 に 対し 必要 な 助言 を し 、 改 
療 を 求め る こと が で きる 。 









































(交付 の 申請 ) 
第 8 条 知事 は 、 交 付 金 の 交付 を 受け よう と する と き は 、 別 記 様式 第 3 号 に よ 
り 交付 申請 書 を 作成 し 、 添付 書類 を 添え て 大 臣 に 提出 する も の と する 。 
2 知事 は 、 前 項 の 交付 申請 書 を 提出 する に 当たっ て 、 当 該 交付 金 に 係る 消費 
税 及 び 地 方 消費 税 に 係る 仕 入 控除 税額 (交付 対象 事業 の 経費 に 含ま れる 消費 税 
及び 地方 消費 税 相当 額 の うち 、 消 費 税 法 (昭和 63 年 法律 第 108 号 ) の 規定 に よ 

り 、 仕 入れ に 係る 消費 税額 と し て 控除 で きる 部 分 の 金額 及び 当該 金額 に 地方 税 
法 ( 昭 和 25 年 法律 第 226 号 ) の 規定 に よる 地方 消費 税 の 税率 を 乗じ て 得 た 金額 の 
合計 額 に 交付 率 を 乗じ て 得 た 金額 を いう 。 (以下 「 消 費 税 等 仕 入 控除 税額 」 と 
いう 。) ) を 減額 し て 交付 申請 する も の と する 。 た だ し 、 申 請 時 に お いて 消費 
税 等 仕 入 挫 除 税額 が 明らか で な いも の に つい て は 、 こ の 限り で は な い 。 
































































































































(交付 の 決定 ) 

第 9 条 大 臣 は 、 前 条 の 申請 を 受け た と き は 、 そ の 内 容 を 審査 し 、 申 放 
交付 対象 事業 が 適正 で ある と 認め た と き は 、 第 5 条 第 2 項 の 交付 限度 
内 に お いて 交付 すべ き 交 付 金 の 額 を 決定 し 、 知 事 に 通知 する 。 

2 大 臣 は 、 前 条 第 2 項 た だ し 書 に よる 交付 の 申請 が な され た も の に つい て 
は 、 交 付 金 に 係る 消費 税 等 仕 入 挫 除 税額 に つい て 、 交 付 金 の 額 の 確定 に お いて 
減額 を 行う こと と し 、 そ の 旨 の 条件 を 付 し て 交付 決定 を 行う 。 











和 凍 

















(交付 の 変更 申請 ) 
第 10 条 知事 は 、 交 付 金 の 交付 の 決定 を 受け た 後 の 事 情 の 変更 に より 、 次 に 掲げ 
る 申請 内 容 の 変更 を 行う 場合 は 、 別 記 様式 第 4 号 に より 変更 承認 申請 書 を 作成 
し 、 速 や か に 大 臣 に 提出 し て 行う も の と する 。 
(1) 交付 決定 金額 (総額 ) の 変更 を 行う 場合 
(2) 交付 対象 事業 で ある 、N PO 等 の 絆 力 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 の 
取組 支援 及び 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う NPO 等 の 絆 力 強 化 の それ ぞ れ に つ 
いて 、 交 付 決定 金額 の 3 割 以上 の 変更 を 行う 場合 

























































































(交付 の 条件 ) 

第 11 条 交付 金 の 交付 決定 に 付す る 条件 は 、 次 に 掲げ る と お り と する 。 

(1) 知事 は 、 交 付 対象 事業 を 中 止 又は 廃止 する 場合 は 、 あ ら か じ め 別 記 様 
式 第 5 号 に より 中 止 (廃止 ) 承認 申請 書 を 作成 し 、 大 臣 に 提出 し て その 
承認 を 受け る も の と する 。 

(2) 知事 は 、 交 付 対象 事業 が 、 や む を 得 な い 事 情 等 に より 予定 の 期間 内 に 
完了 しない 場合 又は 交付 対象 事業 の 遂行 が 困難 と な っ た 場合 は 、 速 や か 
に 大 臣 に 報告 を 行い 、 そ の 指示 を 受け る も の と する 。 

(3) 上 記 の ほか 、 交 付 対象 事業 の 実施 等 の 手続 に つい て は 、 別 に 定め る 
「N PO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事 
業 実施 要領 」 に よる と ころ と する 。 










































































(交付 申請 の 取下げ ) 

第 12 条 知事 は 、 適 正 化 法 第 9 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 交 付 金 の 交付 申請 の 
取下げ を する 場合 は 、 交 付 金 の 交付 決定 の 通知 を 受け た 日 か ら 起 算 し て 30 日 以 
内 に 、 別 記 様式 第 6 号 に より 交付 申請 取下げ 書 を 作成 し 、 大 臣 に 提出 する も の 
と する 。 




































































(事業 遂行 状況 報告 書 の 提出 期限 ) 
第 13 条 適正 化 法 第 12 条 の 規定 に よる 報告 は 、 交 付 金 の 交付 が あっ た 年 度 の 各 
四半 期 (第 4 四半期 は 除く 。) の 未 日 現在 に お いて 、 別 記 様 式 第 7 号 に より 事 
業 遂 行状 況 報告 書 を 作成 し 、 当 該 四 半期 の 最終 月 の 翌月 末 ま で に 大 臣 に 提出 す 
る も の と する 。 た だ し 、 当 該 報告 は 、 概 算 払 請求 書 の 提出 を も っ て 代え る こと 
が で きる も の と する 。 



































































































































(実績 報告 ) 
第 14 条 知事 は 、 交 付 対象 事業 が 完了 し た と き 若 し く は 交付 対象 事業 の 廃止 の 
承認 を 受け た 日 か ら 超 算 し て 30 日 以内 又は 翌年 度 の 4 月 10 日 の いずれ か 早い 日 
まで に 、 適 正 化 法 第 14 条 前 段 の 規定 に 基づき 、 別 記 様式 第 8 号 の 実績 報告 書 を 
作成 し 、 添 付 書 類 を 添え て 大 臣 に 提出 する も の と する 。 
2 交付 金 の 全額 が 概算 払 に より 交付 され た 場合 に お ける 前 項 の 報告 の 期日 

は 、 同 項 の 規定 に か か わら ず 、 補 助 金 等 の 交付 の 決定 の あっ た 年 度 の 翌年 度 の 
6 月 10 日 まで と する 。 
3 知事 は 、 交 付 対象 事業 が 完了 せ ず に 交付 の 決定 に 係る 国 の 会 計 年 度 が 終了 
し た 場合 は 、 翌 年 度 の 4 月 30 日 まで に 適正 化 法 第 14 条 後段 の 規定 に 基づき 、 前 




















































































































項 に 準ずる 実績 報告 書 等 を 大 臣 に 提出 する も の と する 。 

4 知事 は 、 第 1 項 又 は 前 項 の 実績 報告 を 行う に 当たっ て 、 交 付 金 に 係る 消費 
税 等 仕 入 控 除 税額 が 明らか な 場合 に は 、 当 該 消費 税 等 仕 入 控 除 税額 を 減額 し て 
報告 する も の と する 。 










































































(交付 金 の 額 の 確定 等 ) 

第 15 条 大 臣 は 、 前 条 第 1 項 の 報告 を 受け た と き は 、 実 績 報告 書 等 の 審査 及び 
必要 に 応じ て 現地 調査 等 を 行い 、 そ の 報告 に 係る 交付 対象 事業 の 実施 結果 が 第 
9 条 の 決定 の 内 容 、 第 11 条 (1) の 規定 に 基づく 承認 の 内 容 及び これ ら に 付 し 
た 条件 に 適合 する と 認め た と き は 、 交 付す べき 交付 金 の 額 を 確定 し 、 知 事 に 通 
知 す る 。 

2 大 臣 は 、 交 付す べき 交付 金 の 額 を 確定 し た 場合 に お いて 、 既 に その 額 を 超 
える 交付 金 が 交付 され て いる と き は 、 そ の 超え る 部 分 の 返還 を 命ずる こと が で 
きる 。 

3 前 項 の 返還 の 期限 は 、 当 該 命 令 の な され た 日 か ら 20 日 以内 と し 、 大 臣 は 、 

期限 内 に 納付 が な い 場 合 は 、 未 納 に 係る 金額 に 対し て 、 そ の 未納 に 係る 期間 に 

応じ て 年 利 10.95 パ ー セ ント の 割合 で 計算 し た 延滞 金 を 微 す る こと が で きる 。 























































































































(交付 金 の 支払 ) 

第 16 条 大 臣 は 、 前 条 第 1 項 の 規定 に より 交付 すべ き 交 付 金 の 額 を 確定 し た 後 
に 、 知 事 に 対し て 交付 金 を 支払 う も の と する 。 た だ し 、 必 要 が ある と 認め られ 
る 場合 は 、 概 算 払 を する こと が で きる 。 

2 知事 は 、 前 項 の 規定 に より 交付 金 の 支払 を 受け よう と する と き は 、 別 記 様 
式 第 9 号 に よる 精算 払 請求 書 又 は 別記 様式 第 10 号 に よる 概算 払 請求 書 を 大 臣 に 
提出 し な けれ ば な ら な い 。 な お 、 概 算 払 の 請求 は 、 予 算 決 算 及 び 会 計 令 (昭和 
22 年 動 令 第 165 号 ) 第 58 条 た だ し 書 に 基づく 、 財 務 大 臣 と の 協議 が 調 っ た 日 以 

降 と する 。 
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(交付 決定 の 取消 し 等 ) 

第 17 条 大 臣 は 、 交 付 対象 事業 の 中 止 着 し く は 廃止 の 申請 が あっ た 場合 又は 次 

に 掲げ る 場合 に は 、 第 9 条 の 決定 の 内 容 及び 第 11 条 (1) の 規定 に 基づく 承認 
の 内 容 の 全部 又は 一 部 を 取り 消し 、 又 は 変更 する こと が で きる 。 

(1) 各 県 が 法令 、 本 要綱 又は これ ら に 基づく 大 臣 の 処分 若しくは 指示 に 違 

反 し た 場合 

(2) 各 県 が 交付 金 を 交付 対象 事業 以外 の 用 途 に 使用 し た 場合 
















































































(3) 各 県 が 交付 対象 事業 に 関し て 不正 、 怠 慢 そ の 他 不 適切 な 行為 を し た 
場合 

(4) 各 県 が 交付 対象 事業 の 指導 監督 を 十分 に 行わ 人 

(5) 各 県 が 交付 の 決定 の 後生 じ た 事情 の 変更 等 に より 、 交 付 対 象 事業 の 全 








部 又は 一 部 を 継続 する 必要 が な く な っ た 場合 
2 大 臣 は 、 前 項 の 取消 し を し た 場合 に お いて 、 既 に 当該 取消 し に 係る 部 分 に 
対す る 交付 金 が 交付 され て いる と き は 、 期 限 を 付 し て 当該 交付 金 の 全部 又は 一 
部 の 返還 を 命ずる こと が で きる 。 
3 大 臣 は 、 前 項 の 返還 を 命ずる 場合 は 、 第 1 項 (5) に 規定 する 場合 を 除 
き 、 そ の 命令 に 係る 交付 金 の 受領 の 日 か ら 納 付 の 日 まで の 期間 に 応じ て 、 年 利 
10.95 パ ー セ ント の 割合 で 計算 し た 加算 金 の 納付 を 併せ て 命ずる こと が で き 
る 。 
4 第 2 項 の 規定 に 基づく 交付 金 の 返還 及び 前 項 の 加算 金 の 納付 に つい て は 、 
第 15 条 第 3 項 の 規定 を 準用 する 。 






























































(消費 税 等 仕 入 控除 額 の 確定 に 伴う 交付 金 の 返 層 ) 
第 18 条 知事 は 、 第 15 条 の 規定 に 基づく 交付 対象 事業 に 係る 交付 金 の 額 の 確定 
後に 、 消 費 税 及 び 地 方 消費 税 の 申告 に より 交付 金 に 係る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 
が 確定 し た 場合 に は 、 別 記 様式 第 11 号 に より 報告 書 を 作成 し 、 大 臣 に 速やか に 
報告 する も の と する 。 
2 大 臣 は 、 前 項 の 報告 が あっ た 場合 に は 、 当 該 消費 税 等 仕 入 控除 税額 の 全部 
又は 一 部 の 返還 を 命ずる こと が で きる 。 
3 前 項 の 返還 に つい て は 、 第 15 条 第 3 項 の 規定 を 準用 する 。 








































































































(財産 の 管理 及び 処分 の 制限 ) 

第 19 条 知事 は 、 交 付 対象 事業 の 経費 (交付 対象 事業 の 一 部 を 第 三 者 に 実施 さ 
せ た 場 合 に 要する 経費 を 含む 。) に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 ( 以 
下 「 取 得 財産 等 」 と いう 。) に つい て は 、 交 付 対象 事業 完了 後に お いて も 善良 
な 管理 者 の 注意 を も っ て 管理 し 、 交 付 金 交付 の 目的 に 従っ て その 効率 的 運用 を 

図る も の と する 。 

2 知事 は 、 取 得 財産 等 の うち 取得 価格 又は 効用 の 増加 価格 が 1 件 当たり 50 万 
円 以上 の 機械 、 器 具 、 備 品 そ の 他 の 財産 に つい て は 、 交 付 対象 事業 の 完了 後に 
お いて も 、 減 仙 償 却 資 産 の 耐用 年 数 等 に 関す る 省令 (昭和 40 年 大 蔵 省令 第 15 
号 。 以下 「 大 上 蔵 省 令 」 と いう 。) で 定め て いる 耐用 年 数 を 経過 する まで 、 大 臣 
の 承認 を 受け な いで 交付 金 の 交付 の 目的 に 反 し て 使用 し 、 譲 渡し 、 交 換 し 、 貸 














































































































し 付け 、 又 は 担保 に 供し て は な ら な い 。 

3 知事 は 、 前 項 に 掲げ る 取得 財産 等 で 、 大 蔵 省令 に 定め る 耐用 年 数 を 経過 し 
な い 場 合 に お いて は 、 別 記 様 式 第 12 号 に より 取得 財産 等 管理 台帳 を 作成 し 、 そ 
の 他 関 係 書類 を 備え 、 管 理 ・ 保 管 す る も の と する 。 ま た 、 事 業 の 完了 後 か ら 耐 
用 年 数 を 満了 する まで の 間 、 内 閣府 の 求め に 応じ て 、 使 用 状況 を 報告 する も の 
と する 。 

4 知事 は 、 事 業 実施 期間 中 に 取得 財産 等 が あっ た と き は 、 第 14 条 に 定め る 報 

告 書 に 別記 様式 第 13 号 に より 作成 し た 取得 財産 等 明細 表 を 添付 する も の と す 

る 。 























































































































(交付 金 の 収益 納付 ) 

第 20 条 知事 は 、 交 付 対象 事業 の 実施 中 及び 終了 後 一 定期 間 内 に 、 交 付 対象 事 
業 の 成果 に 基づく 産業 財産 権 の 譲渡 又は それ ら の 実施 権 の 設定 、 そ の 他 出 資 に 
より 取得 し た 持分 に 対す る 財産 分 配 等 に より 収益 が あっ た と き は 、 別 記 様 式 第 
14 号 に より 収益 状況 報告 書 を 作成 し 、 大 臣 に 提出 する も の と する 。 

2 知事 は 、 大 臣 が 前 項 の 報告 に 基づき 相当 の 収益 を 生じ た と 認定 し た と き 
は 、 大 臣 の 発する 指令 に 従っ て 、 交 付 さ れ た 交付 金 の 全部 又は 一 部 に 相当 する 
金額 を 国 に 納入 する も の と する 。 

3 大 臣 は 、 前 項 の 認定 に 際 し て 必要 な 条件 を 付す る こと が で きる 。 



































































































































(交付 金 の 経理 ) 
第 21 条 知事 は 、 交 付 対象 事業 に 要する 経費 に つい て 、 そ の 収入 及び 支出 を 記 
載 し た 帳 短 を 備え 、 経 理 の 状況 を 常に 明確 に し 、 関 係 証拠 書類 と と も に 交付 対 
象 事業 を 廃止 し た 日 又は 完了 し た 日 の 属す る 年 度 の 翌年 度 か ら 5 年 間 保 管 す る 
も の と する 。 


















































(間接 補助 事業 者 に 対し て 付す べき 条件 ) 
第 22 条 知事 は 、 取 組 実施 主体 に 対し て 助成 金 の 交付 の 決定 を する 場合 に は 、 
第 9 条 か ら 前条 ま で の 規定 と 同 趣 結 の 条件 を 付す も の と する 。 








(雑則 ) 
第 23 条 本 要綱 に 定め る も の の ほか 、 必 要 な 事項 は 、 内 閣府 政策 統括 官 (経済 
社会 シス テム 担当 ) が 別に 定め る 。 























別記 様式 第 1 号 


令 和 O 〇 年 度 
OO 県 
NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く )」 を 活か し た 
復興 ・ 被 災 者 支援 事業 
実施 計画 書 





都 道 府 県 担 当 部 局 OOO 部 OOOO 局 OOO 課 


























(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 























1. NPO 等 に よる 復興 ・ 被 災 者 支援 に 関す る 現状 と 課題 











2. NPC 等 の 絆 力 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 の 取組 支援 及び 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う N 
PO 等 の 絆 力 強 化 の 方 針 

・ 支援 を 行っ た 団体 が 、 事 業 実施 年 度 以降 、 本 事業 に よる 助成 を 受け な く て も 継続 し 
て 復興 ・ 被 災 者 支援 の 取組 が 行え る よう に する た め の 方 策 を 含め 記載 し て くだ さい 。 








3. 事業 の 成果 目標 





成果 目標 
番号 





項目 目標 ( 値 ) 
































(備考 ) 

1 成果 目標 よい くつ 設定 し て いた だ いて も 構い ませ ん 。 

2 客観 的 な 達成 状況 の 測定 が 可能 と な る よう 、 定 量 的 な 目標 値 を 積極 的 に 設定 し て くだ さい 。 

3 成果 目標 の 設定 に 当たっ て は 、 個 々 の 事業 内 容 の 進捗 度 を 測る アウ ト プ ッ ト 目 標 ( 例 : 当 事 業 に より 
実施 し た NPO 等 が 主体 と な っ た 復興 ・ 被 災 者 支援 を 実施 又は 実施 に 関わ っ た 参加 団体 数 、 支 援 を 行っ た 
災害 公営 住宅 団地 数 等 ) に と ど ま ら ず 、 で きる 限り 、 個 々 の 事業 内 容 に よっ て 発現 する 効果 を 測る アウ 
トカ ム 目 標 ( 例 : 当 事 業 の 受益 者 (被災 者 ) へ の アン ケー ト に お いて 本 施策 で 支援 し た 取組 に つい て 有 
益 で あっ た 昌 の 評価 を し た 受益 者 の 割合 、 参 加 団体 同士 の 連携 数 等 ) を 設定 し て くだ さい 。 





. 事業 計画 





交付 対象 事業 





県 が 実施 する 事業 内 容 
(名 称 と 概要 ) 


概算 事業 費 
(GR 問 ! 


概算 国費 
( 千 円 ) 





(1)NPO 等 の 
絆 力 を 活か し 
た 復興 ・ 被 災 者 
支援 の 取組 支 
援 


① 被 災 者 の 心 の ケア 、 健 康 ・ 生 活 支援 に 
向け た 取組 (概要 ) 


⑨② コ ミュニティ 形成 等 の 復興 に 向け た 
取組 (概要 ) 


概要 ) 


④ 中 間 支 援 の 取組 (概要 ) 





小計 (a) 











交付 対象 事業 


県 が 実施 する 事業 内 容 
(名 称 と 概要 ) 


概算 事業 費 
( 千 円 ) 


概算 国費 
( 千 円 ) 


「3. 事業 の 
成果 目標 」 
と の 対応 
(番号 ) 





(2) 復興 ・ 被 災 
者 支援 を 行う 
N PO 等 の 経 
強化 


① (名 称 ) 
(概要 ) 


(概要 ) 


(概要 ) 





小計 (b) 














合計 (a 十 b) 

















(備考 ) 
「 県 が 実施 する 事業 内 容 」 に つい て は 、 現 時 点 で 想定 され る も の を 記載 し て くだ さい 。 
「 概 算 事業 費 」「 概 算 国費 」 に つい て は 、 簡 単 な 積 算 根拠 も 記載 し て くだ さい 。 

(② 復興 ・ 被災 者 支援 を 行う NPG 等 の 絆 力 強 化 に は 、 必 ず 、 事 業 成果 の 普及 に 関す る 取組 を 記載 し 


1 
2 
3 


5. 





て くだ さい 。 
審査 委員 会 


安 具 去 


の 概要 (現時 点 で の 予定 ) 
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(1) 審査 委員 会 の 名 称 


※ 審 査 委 員 会 に お ける 審議 事項 等 、 審 査 委員 会 の 役割 に つい て 記載 し て くだ さい 。 
※ 運 営 委員 会 の 位置 づけ (担当 部 局 の 私 的 会 議 or 特別 の 機関 、 任 命 者 等 ) に つい て も 記載 し て くだ さい 。 


(3 ) 審査 委員 会 委員 の 構成 


※ 委 員 は 役職 名 も 記載 し て くだ さい 。 
※ 委 員 を 一 般 公募 する 場合 は 、 そ の 公募 方 法 に つい て も 記載 し て くだ さい 。 


( 4 ) 今年 度 の 開催 予定 





交付 対象 事業 の 実施 工程 









































委託 / 直 接 / 
実施 工程 5 
都 道 府 県 の 施策 (今後 の スケ ジュ ー ル 、 現 時 点 の 進捗 RS 
(1) OD DE a EE Es 
4 計 計 固 の 評 科 
0 させ て | 〇 月 | ( 例 ) 委託 の た め の 入 札 (プロ ポー ザル 方 式 ) 公示 。 | 
1O 月 | ( 全 ) 支援 対象 N PO 等 の 公募 開始 ーー 
0 月 | ( 例 ) 運 営 委 員 会 に て 、 支援 の 決定 、 支援 内 容 の 申請 受付 、 調整 | 
oO 月 | ( 例 ) 中 間 報告 書 提出 要請 "っ =。 | 
月 | し ツー レレ レレ レレ レレ レレ レレ ーー 
()@ 
(Dd 
②① 
②@⑨ 
(備考 ) 
1 「 実 施工 程 」 に つい て は 、 各 事業 の 実施 内 容 (委託 、 募 集 開 始 、 支 援 開 始 、 報 告 提出 等 ) 及び 想定 ス 


2 


ケ ジ ュ ー ル を 記載 し て くだ さい 。 


「 委 託 / 直 接 / 補 助 等 の 分 類 」 に つい て は 、 委 託 (プロ ポー ザル ) 、 委 託 (その 他 )、 委 託 な し (直接 実 


施 )、 補 助 の 別 及び 予定 され て いる 受託 者 、 補 助 事業 者 が いれ ば その 名 前 を 記載 し て くだ さい 。 
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別記 様式 第 2 号 


令 和 O 〇 年 度 
OO 県 
NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く )」 を 活か し た 
復興 ・ 被 災 者 支援 事業 
評価 報告 書 





都 道 府 県 担 当 部 局 OOO 部 OOOO 局 OOO 課 








ンー 


備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 





























規格 A 列 4 番 と する 。 


1. 事業 の 成果 目標 の 達成 状況 






































成果 目標 達成 状況 

番号 On 

項目 目標 ( 値 ) RE MANJO 
2 
8 
4 
5 
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(備考 ) 成果 目標 は 事業 実施 計画 に お いて 定め た 内 容 と 整合 を 取っ て くだ さい 。 





2. 事業 実施 結果 
2 一 1. 総括 表 













































































= 「1. 事 業 
県 が 実施 し た 事業 内 容 (円 ) (円 ) (円 ) i 
(名 称 と 実施 主体 ) 号 ) 
①⑪ 被 災 者 | (名 称 ) 
の 心 の ケ 
ァ 、 委 康 . | (実施 主体 ) 
II プペ ビブ プ PtVtVnmtCt0 T T 上 ss くく 5 ミー ュー トー 
ュ * ン | に 向け た (名 称 ) 
- 回 (実施 主体) 
O 
陳 較 コシ | (名 称 ) 
線 | 生生 | (実施 主体 ) 
力 1 に lb 1 Ph 
を た 取組 (名 称 ) 
内 (実施 主体 ) 
し 
た | 9 県 了 カ | (名 称 ) 
由 の 名 筐 に | (実施 主体) 
交 向け た 取 | アア ュ ア アア アア アア アア アア アア アア アア ュー ニョ ね べべ ね の の の つの つつ つつ へ つべ へ ね の の の つつ 
被 | 旭 (名 称 ) 
災 (実施 主体 ) 
者 
務 | @ 画 到 | (名称 
の | の 取組 | (実施 主体) 
取 | | シュ ニニ タニ タク の つの つの の の の の 
(名 称 ) 
援 (実施 主体 ) 
小計 (a) 
交付 訪 「1. 事業 
NM 事業 費 国費 ET 
県 が 実施 し た 事業 内 容 (円 ) (円 ) (円 ) と の 対応 
(名 称 と 実施 主体 (委託 先 )) de 
の っ | (名 称 ) 
絆 < | (実施 主体 (委託 先 )) 
カ 復 
強 興 
CC | 
彼 | (名 称 ) 
者 | (実施 主体 (委託 先 )) 
支 
iiititi ii iu 本 人 知生 
行 (名 称 ) 
う | (実施 主体 (委託 先 )) 
N 
P 
O 
に 小計 (b) 
取組 実施 
- 主体 
合計 (a 十 b) (円 ) 








(備考 )「 県 が 実施 し た 事業 内 容 」 は 、 実 施し た 事業 に つい て 全て 記載 し て くだ さい 。 
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2 一 2. 各 事 業 の 成果 
(1)NPO 等 の 絆 力 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 の 取組 支援 
整理 番号 | (1) 一 〇 

事業 名 
取組 実施 | 取組 実施 主体 が 協議 体 の 場合 は 、 全 て の 構成 員 を 記載 する と と も に その 
主体 と 役 | 役割 に つい て 記載 し て くだ さい 。 

割 分 担 | . 事 業 実施 に 当たっ て 協 働 し た 団体 等 に つい て も 記載 し て くだ さい 。 


取組 実施 
地域 

















・ 取 組 分 野 (① 被 災 者 の 心 の ケア 、 健 康 ・ 生 活 支援 に 向け た 取組 、② コ ミ 

取組 分 野 ュ ニ ティ 形成 等 の 復興 に 向け た 取組 、③ 原 子 力 災 害 か ら の 復興 に 向け た 
取組 、④ 中 間 支 援 ) に つい て 該当 する も の を 記載 し て くだ さい 。 

・ 事業 の 目的 や 実施 し た 内 容 に つい て 記載 し て くだ さい 。 

事業 概要 





・ 事業 費 の 総額 及び その 内 訳 (人 件 費 、 諸 謝金 、 旅 費 、 消 耗 品 費 、 印 刷 製 
事業 費 と | 本 費 、 通 信 運 搬 費 、 使 用 料 及び 会 場 借 料 、 委 託 費 等 ) に つい て 記載 し て 
その 内 訳 | 

くだ さい 。 
・ 事業 に よっ て 得 ら れ た 成果 に つい て 、 直 接 的 な 効果 (アウ ト プ ッ ト ) と 
波及 的 効果 (アウ トカ ム ) の 観点 か ら 記載 し て くだ さい 。 
事業 の | ・ 事 業 実施 計画 書 の 3.「 事 業 の 成果 目標 」 に 対す る 達成 状況 を 記載 し て く 
4 だ さい (本 評価 報告 書 の 1 .「 事 業 の 成果 目標 の 達成 状況 」 と 整合 性 を 
取っ て くだ さい )。 








・ 今後 の 取組 実施 の 方 針 に つい て 記載 し て くだ さい 。 

事業 実施 | ' 事業 で 行っ た 取組 を 、 事 業 実施 年 度 以降 、 本 事業 に よる 助成 を 受け な く 
年 度 以降 | て も 継続 させ る た め に 必要 な 資金 調達 方 法 に つい て も 、 助 成金 寄附 金 
の 方 針 | 等 の 手段 別に 具体 的 に 記載 し て くだ さい 。 





被災 地 の 復興 ・ 被 災 者 支援 に 関し て 、 
口 A : 特に 優れ た 成果 が 得 ら れ た 
. よ 虹 の 談 当 | 口 B : 優れ た 成果 が 得 ら れ た 
エッ ク を 付 | 口 C : 一 定 の 成果 が 得 られ た 
の 理由 を 記載 | 口 D : 限定 的 で ある が 成果 が 得 ら れ た 
ロ E : 成果 が 得 ら れ な か っ た 


評価 
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(上 記 評 価 の 理由 ) 
・ 実施 主体 の 自己 評価 を 踏ま え 、 県 が 上 記 の 評価 を し た 理由 を 記載 し て く 
だ さい 。 





(備考 ) 総括 表 に 記載 され た 全て の 実施 事業 に つい て 、 1 件 当たり 2 枚 分 以内 で 記載 し て くだ さい 。 
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(2 ) 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う NP O 等 の 絆 力 強 化 





整理 番号 | (2) 一 〇 








事業 名 
9 ロ 県 直営 事業 口 委託 事業 (受託 者 : ) 


支援 対象 | ・ 事 業 に より 支援 を し た 者 の 属性 等 を 記載 し て くだ さい 。 
者 の 概要 





・ 事業 の 目的 や 実施 し た 内 容 に つい て 記載 し て くだ さい 。 


事業 概要 


・ 事業 費 の 総額 と その 内 訳 (人 件 費 、 諸 謝金 、 旅 費 、 消 耗 品 費 、 印 刷 製 本 
その pg | 費 、 通 信 運 的 費 、 使 用 料 及び 会 場 借 料 、 委 旗 費 等 ) に つい て 記載 し て く 
だ さい 。 

・ 事業 実施 計画 書 の 3 .「 事 業 の 成果 目標 」 に 対す る 達成 状況 を 記載 し て く 
だ さい (本 評価 報告 書 の 1 .「 事 業 の 成果 目標 の 達成 状況 」 と 整合 性 を 取 
っ て くだ さい )。 ま た 、N PO 等 の 復興 ・ 被 災 者 支援 活動 に 必要 な 資金 

事業 の | 達 に つなが る 具体 の 成果 が わか る よう 記載 し て くだ さい 。 

成果 








NPO 等 の 絆 力 強 化 に 関し て 、 

口 A : 特に 優れ た 成果 が 得 ら れ た 

ロロ B : 優れ た 成果 が 得 ら れ た 

口 C : 一 定 の 成果 が 得 ら れ た 
(上 段 の 該当 | 口 D : 限定 的 で ある が 成果 が 得 ら れ た 


評価 


する 評価 に チ 
ェ ッ ク を 付 | 口 EE : 成果 が 得 ら れ な か っ た 
け 、 下 段 に そ トーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 
の 理由 を 記載 | (上 記 評価 の 理由 ) 
0 ・ 県 が 上 記 の 評価 を し た 理由 を 記載 し て くだ さい 。 











(備考 ) 総括 表 に 記載 され た 全て の 実施 事業 に つい て 、 1 件 当たり 2 枚 以内 で 記載 し て くだ さい 。 
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3. 審査 委員 会 の 開催 結果 








(1) 審査 委員 会 の 名 称 


(2 ) 審査 委員 会 の 役割 等 
※ 審 査 委員 会 に お ける 審議 事項 等 、 審 査 委員 会 の 役割 に つい て 記載 し て くだ さい 。 
※ 運 営 委員 会 の 位置 づけ (担当 部 局 の 私 的 会 議 or 特別 の 機関 、 任 命 者 等 ) に つい て も 記載 し て くだ さい 。 


※ 委 員 は 役職 名 も 記載 し て くだ さい 。 
※ 委 員 を 一 般 公募 する 場合 は 、 そ の 公募 方 法 に つい て も 記載 し て くだ さい 。 


( 4 ) 今年 度 の 開催 結果 
第 1 回 

〇 開催 日 

O 議 題 

〇 概要 
第 2 回 

〇 開催 日 


〇 議題 





. 全体 評価 








※ 事 業 全体 を 通じ た 県 の 評価 を 記載 し て くだ さい 。 

※ 今 後 の 事 業 実施 の 方 向 性 に つい て も 記載 し て くだ さい 。 
(評価 の 視点 の 例 ) 

・NPO 等 に よる 復興 ・ 被 災 者 支援 に 関す る 課題 が どの よう に な っ た の か 
・ 復 興 ・ 被 災 者 支援 を 行う N PO 等 の 絆 力 強 化 が どの よう に 図ら れ た の か 
等 
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別記 様式 第 3 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
氏 名 





令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 交付 申請 書 














令 和 年 度 に お いて 、NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復 
興 ・ 被 災 者 支援 事業 を 下記 の と お り 実 施し た い の で 、 補 助 金 等 に 係る 予算 の 執 
行 の 適正 化 に 関す る 法律 第 5 条 の 規定 に 基づき 申請 し ます 。 

















語 
1 事業 の 目的 
2 交付 申請 金額 円 








3 収支 予算 書 (別紙 の と お り ) 


4 交付 対象 事業 の 開始 (予定 ) 日 
令 和 年 日 





5 交付 対象 事業 の 完了 予定 日 
令 和 年 月 日 





6 添付 書類 
(1 ) 〇 〇 県 N PO 等 の 絆 力 (きず な り ょ く ) を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事 

業 実施 計画 書 
(2) 各 県 が 制定 し て いる 実施 要領 

















(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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(別紙 ) 




































































収 支 予算 書 
交付 対象 事業 | よ 『 度 | 本 年 度 | 衝 道 府 具 胡 | NPO 等 | その 他 | 上 
ヨ キ 只 交付 額 考 
円 円 


(1)NPO 等 
の 総力 を 活か 
し た 復興 ・ 被 
災 者 支援 の 取 
組 支援 




















(2) 復興 ・ 被 
災 者 支援 を 行 
う NPO 等 の 
絆 力 強 化 
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別記 様式 第 4 号 



































番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
〇 〇 県 知事 
188 名 
令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 変更 承認 申請 書 


り 変更 


令 和 年 月 日 付け 第 与 を も っ て 交付 決定 の 通知 を 受け た NPO 等 の 「 絆 
力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 に つい て 、 下 記 の と お 
し た い の で 、 承 認 願 いま す 。 




















本 
1 変更 の 内 容 



































(備考 ) 


2 変更 


1 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
ほほ の 理由 た 




















理由 た る 事実 を 明 ら カ ヵ 
3 新旧 対 照 表 を 添付 する こと 











する 書類 を 添付 する こと 。 
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別記 様式 第 5 号 























番 
令 和 年 月 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
氏 








令 和 年 度 N PO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 


活 
支援 事業 交付 金 " 





か し た 復興 ・ 被 災 者 
止 (廃止) 承認 申 





主 攻 


月 芯 





令 和 年 月 日 付け 第 号 を も っ て 交付 決定 の 通知 を 受け た N PO 等 の 「 絆 カ 
止 (廃止 ) し た い の で 、 承 認 願 いま す 。 


(きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 に つい て 、 下 記 の と お り 








1 中 止 (廃止 ) の 理由 


























! 止 の 期間 (廃止 の 時 期 ) 








(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 





と する 。 
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dh 





別記 様式 第 6 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
氏 


名 


a 


令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を ? 








占 か し た 復興 ・ 被 災 者 
文 援 事業 交付 金 交 付 申請 取下げ 


臣 








青 


令 和 年 月 日 付け 第 号 を も っ て 交付 決定 の 通知 を 受け た N PO 等 の 「 絆 カ 
(きず な り ょ く ) 」 を 活 


占 か し た 復興 ・ 被 炎 者 文 援 事業 に つい て 、 補 助 金 等 に 係る 
予算 の 執行 の 適正 化 に 関す る 法律 第 9 条 の 規定 に 基づき 、 下 記 の と お り 交 付 の 申 
青 を 取り 下げ ます 。 














L 





Du 


日 








書 の 受領 年 月 日 








請 を 取り 下げ よう と する 弄 

















B 由 


(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 





と する 。 
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別記 様式 第 7 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
氏 名 





令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 事業 遂行 状況 報告 書 
































令 和 年 月 日 付け 第 与 で 交付 金 交付 決定 の 通知 が あっ た 標記 事業 の 遂 
行状 況 に つい て 、NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 交付 要綱 第 13 条 の 規定 に より 下記 の と お り 報 告 し ます 。 





























記 


























































































































交付 対象 うち うち a 
事業 事業 費 事業 費 ) (⑳/⑧ 
国費 相当 額 国費 相当 額 




















































































































(1)NPO 等 
の 絆 力 を 活か 
し た 復興 ・ 被 
災 者 支援 の 取 
組 支 援 














(2 復興 ・ 被 災 
者 支援 を 行う 
NPO 等 の 絆 
力 強 化 








計 
(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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別記 様式 第 8 号 























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
〇 〇 県 知事 
氏 名 





令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ よく ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 実績 報告 書 


























令 和 年 月 日 付け 第 与 を も っ て 交付 決定 の 通知 を 受け た NPO 等 の 「 絆 力 
(きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 の 実績 に つい て 、 補 助 金 等 
に 係る 予算 の 執行 の 適正 化 に 関す る 法律 第 14 条 の 規定 に 基づき 、 下 記 の と お り 報 
告 し ます 。 (な お 、 併 せ て 精算 額 円 の 交付 を 申請 し ます 。) 



































日 





1 事業 の 実施 期間 
令 和 年 朋 日 着手 
令 和 年 月 日 完了 








2 収支 精算 
別紙 の と お り 








3 添付 書類 

(1) 交付 対象 事業 に 係る 経費 の 根拠 と な る 支払 経費 ご と の 内 訳 を 記載 し た 資 
料 、 帳 答 の 写し 等 

(2) 交付 対象 事業 の 成果 を 証する 書類 

(3) その 他 参 考 と な る 書類 











(備考 ) 
1 添付 書類 「(2) 交付 対象 事業 の 成果 を 証する 書類 」 は 、NPO 等 の 「 絆 カ 


(きず な り ょ く )」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 評価 報告 書 で も 可 と す 
る 


2 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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(別紙 ) 


収 支 精 


た を 


昇 








嘆 














交付 対象 事 3 


I 
| 

















本 年 度 
交付 額 








都 道 府 県 費 











NPO 等 














その 他 





(1I)NPO 等 
の 絆 力 を 活か 
し た 復興 ・ 被 
災 者 支援 の 取 
組 支援 




















(2) 復興 ・ 被 災 
者 支援 を 行う 
NPO 等 の 絆 
力 強 化 





















































円 円 







































































を 上 段 に 


) 

















li 
0 
ーー 
li 
量 
きき 
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を 下段 に 記入 する こと 。 








別記 様式 第 9 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
188 名 





令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 精算 払 請求 書 




















令 和 年 月 日 付け 第 号 を も っ て 和 額 の 確定 通知 を 受け た NPO 等 の 「 絆 力 
(きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 文 援 事業 に つい て 、 下 記 の と お り 請 
求 し ます 。 














日 











敬 
舞 
区 
ul 
li 
先 
敵 
巡 
出 








差引 交付 額 
未 受 領 
額 
































交付 対象 事業 | 人 
2 べ 不 





は 
中 
汗 
ll RT 
[は 
避 澤 
柚 
IN 
瑞 
IN 
区 





dt 型 













































































(1)NPO 等 
の 絆 力 を 活か 
し た 復興 ・ 被 
災 者 支援 の 取 
組 支援 




















(2) 復興 ・ 被 
災 者 支援 を 行 
う NPO 等 の 
絆 力 強 化 




















計 
(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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別記 様式 第 10 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
氏 名 


令 和 年 


令 和 年 


(きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 に つい て 、 下 記 人 金額 を 概算 





支援 事業 交付 金 概算 払 請求 














三山 








月 日 付け 第 与 を も っ て 交付 決定 の 通知 を 受け た NPO 等 の 「 絆 力 




















払 で 交付 され た く 請求 し ます 。 









































































































































































































































日 
概算 払 請求 額 金 円 
実施 計画 既 受領 額 今回 請求 額 残額 
交付 対象 うち O 月 O 日 
事業 | 国費 | 金額 | eo | 金額 | まで の 予 | 金額 | で で の | 届き 
"| 相当 額 (B) 2 1 (©) 定 出来 高 | ⑭-(- 〇 | 全品 語 
⑳⑩ (※) 8: 
円 i % | % % 
(1)NPO 等 
の 絆 力 を 活 
か し た 復興 ・ 
被災 者 支援 
の 取組 支援 
⑫) 復興 ・ 被 
災 者 支援 を 
行う NPO 
等 の 絆 力 強 
化 
計 
※ 請求 時 期 (四半 期 ) 毎 に 、7 月 31 日 、10 月 31 日 、1 月 31 日 の いずれ か の 日 付 を 記載 。 


(備考 ) 

















1 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 

















2 今回 請求 額 の 積算 内 訳 を 記載 し た 書類 を 添付 する こと 。 


三山 
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別記 様式 第 11 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 関 総理 大 臣 宛 
〇 〇 県 知事 
氏 名 





令 和 年 度 消費 税額 及び 地方 消費 税額 の 額 の 確定 に 伴う 報告 書 






































NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 交付 金 
交付 要綱 第 18 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 下 記 の と お り 報 告 し ます 。 























記 





1 交付 金額 (交付 要綱 第 15 条 第 1 項 に よる 額 の 確定 額 ) 
円 





2 交付 金 の 確定 時 に お ける 消費 税 及 び 地 方 消費 税 に 係る 仕 入 控除 税額 
a sws 


3 消費 税額 及び 地方 消費 税額 の 確定 に 伴う 交付 金 に 係る 消費 税 及び 地方 消 


























費 税 に 係る 仕 入 控除 税額 

還 " 4 < 
4 交付 金 返 本 相当 額 (②ー①) 

円 




















1 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
2 別紙 と し て 積算 の 内 訳 を 添付 する こと 。 
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別記 様式 第 12 号 

















取得 財産 等 管理 台帳 ( 令 和 年 度 ) 
















































































取得 | 耐用 
| | 単価 | 多 馬 | | | 保 半 | 玖 
財産 名 | 規格 | 数 量 年 月 | 年 数 | 備考 
0 間 時 | | | 王 N| 

















計 





























( 注 ) 
1 対象 と な る 取得 財産 等 は 、NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 
災 者 支援 事業 交付 金 交 付 要 綱 第 19 条 第 2 項 に 定め る 取得 価格 又は 効用 の 増加 価格 が 1 件 
当たり 50 万 円 以上 の も の と する 。 
2 財産 名 の 区 分 に は 、( ア ) 事 務 用 品 備品 、( イ ) 事業 用 備品 、( ウ ) 


J リ 用 HH ヽ 




















































































































書籍 、 資 料 、( 工 ) 無 

体 財 産 権 (工業 所 有 権 等 ) 、( オ ) そ の 他 の 物件 (不動 産 及び その 従 物 ) と する 。 
3 数 量 は 、 同 一 規格 等 で あれ ば 一 括 し て 記載 し て 差し 支え な い 。 な お 、 単 価 が 異な る 
場合 は 、 分 割 し て 記載 する こと 。 

4 取得 年 月 日 は 、 検 収 年 月 日 を 記載 する こと 。 































































































(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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別記 様式 第 13 号 























取得 財産 等 明細 表 ( 令 和 年 度 ) 

































































取得 | 耐用 

財産 規格 | 単価 | 金額 | 。。 | 。 | 保管 | 交付 
財産 名 | 規格 | 数 量 | 
本 ; 











計 






































( 注 ) 
1 対象 と な る 取得 財産 等 は 、NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 
災 者 支援 事業 交付 金 交 付 要綱 第 19 条 第 2 項 に 定め る 取得 価格 又は 効用 の 増加 価格 が 1 件 
当たり 50 万 円 以上 の も の と する 。 
2 財産 名 の 区 分 に は 、( ア ) 事 務 用 品 備品 、( イ ) 事業 用 備品 、( ウ ) 書籍 、 資 料 、( エ ) 無 
体 財産 権 (工業 所 有 権 等 ) 、( オ ) そ の 他 の 物件 (不動 産 及 びそ の 従 物 ) と する 。 
3 数 量 は 、 同 一 規格 等 で や れ ば 一 括 し て 記載 し て 差し 支え な い 。 な お 、 単 価 が 異な る 
場合 は 、 分 割 し て 記載 する こと 。 
4 取得 年 月 日 は 、 検 収 年 月 日 を 記載 する こと 。 











































































































































































































(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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別記 様式 第 14 号 


























番 号 
令 和 年 月 日 
内 閣 総 理大 臣 宛 
oo 県 知事 
188 名 





令 和 年 度 NPO 等 の 「 絆 力 (きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 
支援 事業 交付 金 収 益 状況 報告 書 





























令 和 年 月 日 付け 第 号 を も っ て 交付 決定 の 通知 を 受け た N PO 等 の 「 絆 力 
(きず な り ょ く ) 」 を 活か し た 復興 ・ 和 被災 者 支援 事業 に つい て 、NPO 等 の 「 絆 
力 (きず な り ょ よく) 」 を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 文 援 事業 交付 金 交付 要綱 第 20 条 第 
1 項 の 規定 に より 収益 状況 を 下記 の と お り 報 告 し ます 。 
































記 





1 交付 金 の 確定 額 及 びそ の 通知 日 














2 報告 期間 令 和 年 月 日 一 令 和 年 月 日 

















3 収益 状況 
産業 財産 権 の 名 称 又は 
財産 分 配 の 概要 














収益 額 算出 根拠 


























(備考 ) 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 産業 規格 A 列 4 番 と する 。 
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